
　最後までお読みいただき、ありがとうございました。 

　当社は、舗装に関する工事や製品の製造・販売を核に土木、建

築、プラントエンジニアリング、開発（住宅）、土壌浄化等の事業を

展開しており、それぞれの分野で環境保全活動に取り組んでおり

ます。昨年から「環境報告書」を「CSRレポート」に変えて発行し

ておりますが、お陰様で読者アンケートの回収数も588通と大きく

増加しました。また、読者層が広いため「専門用語が多く、内容が

難しい」とのご意見も多くいただき、CSRレポート2008から欄外に

用語説明を付け加えさせていただきました。 

　当社のCSRの取り組みや本レポートの記載内容にまだまだ不

十分な点が多くありますが、今後とも皆様とのコミュニケーション・

ツールとしてご利用いただけるよう研鑽し、内容を充実させてまいり

ますので、忌憚のないご意見、ご感想をお寄せいただきますようよ

ろしくお願い申し上げます。 

編集後記 
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この報告書は「FSC認証紙」を利用し、印刷には環境にやさしい「大豆油インキ」と「水なし印刷」を 
採用しています。 

株式会社NIPPOコーポレーション 
〒104-8380 東京都中央区京橋1-19-11 
TEL: 03-3563-6734　FAX: 03-3567-4085 
URL: http://www.nippo-c.co.jp/ 
2008年9月発行（次回発行予定2009年9月） 

お問い合わせ先 

Close up 2007-2008

2007年8月5日の日曜日に東京・銀座中央通りの歩行者天国で

一般歩行者を対象とした「打ち水イベント」に参加・協力しました。

このイベントは東京国道事務所・銀座通連合会が『銀座千人涼

風計画』として主催し、毎年開催されています。 

人と環境にやさしい道づくり 
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　株式会社NIPPOコーポレーションはアスファルト

舗装工事を中心とする舗装・土木工事およびアスファ

ルト舗装の材料であるアスファルト合材の製造・販売

を中核事業としています。 

　舗装・土木工事の対象は、庭先舗装、一般道路、高速

道路、レーシングコース、空港から、市民の憩いの場と

なる公園、テニスコート、サッカーグラウンドまで広範

囲に及びます。また、製造したアスファルト合材は当

社の工事で使用するだけでなく、ほかの舗装工事業者

にも販売しています。このほか、マンション等の建築

工事、戸建てをはじめとする宅地や都市型マンション

の開発事業、石油精製などのプラントエンジニアリン

グ事業および土壌浄化事業等の戦略事業を取り込み、

事業基盤を強化しています。 
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日本石油（株）道路部と浅野物産（株）道

路部の合同により「日本鋪道株式会社」

を設立 

 

企業行動倫理委員会設置 

 

環境保全活動推進のための諮問機関と

して環境管理委員会を設置 

企業理念・行動指針制定 

 

シンボルマーク改訂 

 

環境に関する基本理念と行動指針を表

した環境保全活動指針を制定 

 

日本鋪道株式会社が、新日石エンジニ

アリング株式会社を分割統合して 

「株式会社NIPPOコーポレーション」に

商号変更 

法令遵守（コンプライアンス）体制構築 

 

環境報告書創刊 

 

CSR体制構築 

 

企業理念・行動指針改訂 

 

CSRレポート創刊 

（2008年4月1日現在） 

会社概要 

編集方針 

対象範囲と対象期間 

　このCSRレポートでは、一般の方にとってなじみの薄い建

設業を事業活動の中心とする株式会社NIPPOコーポレーショ

ンと、経済、環境、社会とのかかわりについて、多くの方々に知

っていただくことを編集の基本方針としています。 

　このレポートをツールとして当社とかかわる多くの方々と

のコミュニケーションをさらに充実させていきたいと思います。 

対象範囲： 

 

 

対象期間： 

株式会社NIPPOコーポレーションの本社、支店

11カ所、統括事業所・復旧営業所51カ所、現業

事業所501カ所（海外を除く）。 

2007年度 

（2007年4月1日から2008年3月31日） 

一部には、時期を明示した上で2007年度以前

の情報と2008年9月までの最新情報を掲載し

ています。 

［北信越支店］ 
統括事業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

4ヵ所 
22ヵ所 
14ヵ所 
2ヵ所 

［関西支店］ 
統括事業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

3ヵ所 
21ヵ所 
12ヵ所 
2ヵ所 

［東北支店］ 
統括事業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

6ヵ所 
48ヵ所 
24ヵ所 
3ヵ所 

［北海道支店］ 
統括事業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

7ヵ所 
22ヵ所 
11ヵ所 
4ヵ所 

［中国支店］ 
統括事業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

5ヵ所 
32ヵ所 
24ヵ所 
4ヵ所 

［四国支店］ 
統括事業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

5ヵ所 
13ヵ所 
9ヵ所 
2ヵ所 

［中部支店］ 
統括事業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

4ヵ所 
30ヵ所 
15ヵ所 
3ヵ所 

［九州支店］ 
統括事業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

8ヵ所 
30ヵ所 
24ヵ所 
10ヵ所 

［関東第二支店］ 
統括事業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

4ヵ所 
26ヵ所 
15ヵ所 
5ヵ所 

［関東第一支店］ 
統括事業所・復旧営業所 
出張所・分室、舗設事業所 
合材工場・合材所 
その他の事業所 

5ヵ所 
38ヵ所 
14ヵ所 
3ヵ所 

［本社］ 

［関東建築支店］ 
事業所 1ヵ所 

その他の事業所 18ヵ所 
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事業所一覧 

売上高 総資産額 

経常利益 従業員数 

事業分野別売上高（2007年度） 

CSR活動への取り組み 

2003 2004 2005 （年度） 2006 2007

（百万円） 
311,154 338,609 301,997304,847278,205

2003 2004 2005 （年度） 2006 2007

（百万円） 
324,481 343,343 316,887312,155297,454

2003 2004 2005 （年度） 2006 2007

（百万円） 

6,603
9,894

4,956
6,097

5,554

2003 2004 2005 （年度） 2006 2007

（人） 

2,422 2,409 2,4512,4682,518



コンプライアンスを徹底するとともに 
 地球温暖化対策を強化していきます 
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  コンプライアンスの徹底とともに 

  「確かなものづくり」をめざして 

　企業理念にある「確かなものづくり」は、法令遵守や品

質保証、安全管理、環境保全等をきちんと実施することで

実現できます。道路建設業においては、公共的な事業とし

て、建設業法や道路交通法、労働安全衛生法、廃棄物処理

法など多くの法律や条例の適用を受けます。まずこれら

の法令を漏れなく守ることが私たちのCSRにおける基盤

と考えています。 

　企業理念を浸透させ、実践するため、シンプルで具体的

な「企業行動5つの誓い」を全事業所に掲示し、現場で働く

従業員全員が、毎日ミーティング時に唱和しています。全

国に数多くの事業所を展開している当社において、コン

プライアンスを徹底させた事業活動を行うためには、従

業員一人ひとりの意識改革の浸透と行動が最も重要です。 

　そのために、2007年度には、全国の出張所長、営業担

当者などを対象として「確かなものづくり」と「適正な利益」

を両立するための新たな研修プログラムをスタートしま

した。本社で集合教育を31回開催し、延べ948人が受講

しました。研修では、目標に向けて自部署の課題を洗い出

し、課題の解決を発表する形式を取りました。2008年度

は、「問題解決型」の研修を支店単位で行います。 

　当社は過去に起こした不祥事を繰り返さないよう、

2006年11月に工事施工監査部を設置するなど内部統

制の強化を進めてきました。従来から行っている工事の

社内検査に加え、工事施工におけるコンプライアンスを

二重にチェックするために、2007年度は81部署、104

件の工事を対象に監査を行いました。また、監査を行うこ

とにより得られた知見を水平展開し、未然の防止対策と

しています。特に、現場において施工中に迷うような事態

が生じた時は、粗雑工事となりやすいので勝手な判断は

せず、工事を中断して関係者と協議をして進めることを

優先ルールとしました。 

  地球温暖化防止対策を進めます 

　地球温暖化が深刻化するなかで、2050年に向けて温

室効果ガス排出量を半減するという目標が世界で共有

されつつあります。いずれ日本でも、建設業を含む全産業

に対する排出削減目標が定められるものと考えます。　 

　地球温暖化防止を含む環境対策は、2005年度から事

業計画に織り込み、経営の大きなテーマとして取り組ん

できました。2008年度には新たな3カ年計画（中期環境

計画）を策定し、全社のほか事業所単位でPDCAサイクル

を回し、進捗を確認し、改善を進めています。使用材料の

ロス率を削減することや、無駄なエネルギーの使用につ

ながる工事の手戻り・手直しを削減することなども目標

に掲げています。また、全社を挙げてムダを削減する活動

にも取り組んでいます。 

　アスファルト舗装の特徴は、熱を加えて施工すること

にあります。そのため、建設業の中でも、特にCO2排出量

削減には力を入れなければならないと認識しています。

中期環境計画では、中核事業における環境配慮技術・工

法の数値目標を掲げ、発注元である行政にもご理解をい

ただけるように努力して、全国での普及を促進している

ところであります。遮熱性舗装などの環境配慮型舗装は、

都市のヒートアイランド現象の緩和に貢献できるものです。

またアスファルト舗装において、「中温化合材」を使用す

ると、製造・舗装の温度を約30℃下げることができ、従来

の合材と比べてCO2排出量を約15％削減することがで

きます。 

　これからも、環境保全活動の継続的改善と「確かなも

のづくり」を併せて行うことで、持続可能な社会の実現に

貢献していきます。 

トップコミットメント 

企業理念 

わたしたちは 

確かなものづくりを通して 

豊かな社会の実現に貢献します 

行動指針 

・ 信頼を築く 

・ 技を磨き、伝える 

・ 夢をいだき、挑戦する 

株式会社 NIPPOコーポレーション 
代表取締役社長 

企業行動5つの誓い 
法令遵守 

その行為は法律に違反していないか 

企業倫理 
その行為は企業理念や倫理に違反していないか 

社会常識 
その行為は社会の常識か 

社会の目 
その行為は社会の目、安心、安全にそむいていないか 

自分の心 
その行為は間違いないか、自分の心に問いかける 



大規模再開発地域における大型テント内での土壌浄化工事 

鹿児島合材工場（2007年10月開設） 新名神高速道路　大津舗装工事 

国道20号　麹町舗装修繕工事 資材の海上輸送 
新日本石油精製株式会社 
室蘭製油所キュメン製造装置 

岩手県盛岡市　ル・サンク上の橋 
大阪府茨木市　グランスイート茨木 

NIPPOの事業 

舗装・土木事業 製品製造・販売事業 建築事業 

土壌浄化事業 
エネルギー事業 

開発（住宅）事業 
 

 

　1934年の創業以来、人や環境への配慮といった視点

から、独自の技術を生かした道路舗装・土木事業を行っ

てきました。同事業が売上高に占める割合は約50％にの

ぼります。近年では、交通量の増加や車両の大型化が進み、

道路の維持・修繕の重要性は一層高まっています。これに

伴い当社の事業も、「道づくり」を基盤に、市民生活とかか

わりあう様々な分野に広がっています。環境改善に対す

る社会の期待が高まる中、今後も生活者重視の視点に立

ち、豊かな社会の実現に貢献していきます。 

 

 

　全国162カ所にアスファルト合材の供給基地を持ち、

資源の有効活用のため、舗装廃材のリサイクルシステム

を構築しています。全国で年間585万トンの舗装廃材を

受け入れ、全量を自社工場内で再資源化、再利用するシ

ステムを構築し、「循環」を完結しています。また、燃料の

ガス化や資材輸送の海上輸送への切り替えなど、新たな

取り組みも始め、地域社会や環境への配慮に引き続き力

を入れています。 

舗装･土木事業とアスファルト合材の製造・販売事業から、戦略事業まで幅広く展開しています。 
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■ NIPPOの中核事業 ■ 戦略事業 
 

 

　1983年から本格的に建築事業に取り組み、お客様か

らは組織力を生かした総合事業に大きな信頼を寄せて

いただいています。お客様のご要望や現場の状況に応じ

た綿密なコンセプト

づくりから施工、メン

テナンスまで、あらゆ

るニーズに満足して

いただける快適な空

間を提供し続けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

　新日本石油グループのエンジニアリング部門として、

石油精製・石油化学・石油ガス装置や配管・タンクなどの

付帯設備の設計、建設、監理を担っています。豊富なノウ

ハウを生かし、環境負荷の少ないプラント設備の設計・建

設や家庭用燃料電池

の設置・メンテナンス

などあらゆる可能性

に積極的にチャレン

ジしています。 

 

 

 

 

 

 

　舗装・土木、建築事業で培ったネットワークとノウハウ

を生かし、デベロッパーとして安心、快適な街づくりに取

り組んでいます。宅地建物分譲事業、マンション分譲事業

「Le Cinq」シリーズ、オリジナル住宅事業「GRATIEA」シ

リーズ、賃貸事業「ABAS」シリーズなどを展開し、中核都

市や都心部で安心・快適に過ごせる商品を今後も積極的

に提供していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　近年、重金属や揮発性有機化合物、油などによる土壌

汚染が見つかる例が増加しています。そこで、独自の土壌・

地下水浄化システムできれいな大地を取り戻そうと、

2001年に事業を開始し、2007年度には調査業務を含

め610件を手がけました。地球の浄化能力を超えた汚染

をなくし、未来の子どもたちに美しい地球を残すため、常

に次世代技術の開発に取り組んでいます。 

ル・サンク グラチア 

アーバス 



コーポレート・ガバナンス 

コーポレート・ガバナンスの考え方 
 

 

　2005年9月に構築したNIPPO・CSR体制は、NIPPO・

CSR委員会を最高意思決定機関とし、実施機関である７

つの委員会に加え、グループ企業のCSR体制を統括する

NIPPOグループCSR委員会により構成しています。 

　各委員会の活動目的は下図のとおりですが、それぞれ

全社委員会と本社・支店委員会を設置し、全社単位、本社・

支店単位の方針を定めて活動しています。開催された委

員会の協議内容は、社内ネットワークで公開することによっ

て、全社員のCSR意識向上に活用しています。 

CSR体制 
 

 

　コーポレート・ガバナンス＊1の基本は、迅速かつ透明性

の高い意思決定により社会からの信頼を高めることであ

ると考えて、その実践に努めています。 

 

 

　取締役会を毎月１回定期的に開くほか、必要に応じて

随時開催し、経営に関する重要事項を付議決定しています。

業務執行状況についても取締役会で報告されます。 

　経営体制の効率化と迅速な意思決定を推進するため、

2004年6月の定時株主総会で業務の執行体制の強化を

目的に執行役員制度を導入しました。 

　これにより、取締役会は経営の意思決定および業務執

行の監督にあたり、執行役員は、担当業務の執行に専念

する経営体制が確立しました。 

 

 

　監査機能の強化のため、社外監査役2人を含めた4人

の監査役が取締役会や支店長会議等の重要な会議への

出席や、事業所および子会社の往査を含めた監査業務に

より法令遵守や業務の監査を行っています。 

 

 

　適正な業務執行を確実にするため、内部統制システム

をさらに拡充させるとともに、内外情勢・経営環境の変

化に応じて随時見直しを行い、より適切な内部統制シス

テムを整備していきます。 

 

 

　ステークホルダー＊2の皆様に対して迅速で公平、かつ

正確でわかりやすい企業情報の発信に努めています。開

示方法は金融商品取引法および株式会社東京証券取引

所などの定める適時開示等に関する規則に則っています。

このほか、当社ホームページなどでも適宜情報開示を行っ

ています。 

　決算関連情報については、毎決算期後、アナリストやマ

スコミを招いて説明会を実施しています。新技術、新工法、

話題となっている技術等については、マスコミ各社に適

時情報提供しています。 

経営の意思決定、執行、監督の充実 

監査役会の機能の充実 

内部統制システムの整備 

ステークホルダーへの情報開示の充実 

迅速で透明性の高い意思決定を基本に、コーポレート・ガバナンスの実践に努めています。 

CSRマネジメント 
CSRマネジメント体制を構築し、グループ全体で各委員会を中心に活動を展開しています。 
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コーポレート・ガバナンス体制図 

CSR体制と各委員会の目的 

選任・解任 

指導・サポート 

監査 

監査 報告 

監査 

報告 

選任・解任 

選任・解任 

選任・解任 
内部統制部、工事施工監査部 
（内部監査担当部門） 

各事業部門 

意思決定 

取締役会 

指揮・監督 

サポート 

株
主
総
会 

会計監査人 

監査役会 

グループ会社（子会社） 

コンプライアンス委員会 
人間尊重いきいき委員会 

情報管理委員会 
社会貢献委員会 

中央安全衛生委員会 
環境管理委員会 
品質保証委員会 

NIPPOグループCSR委員会 

業務執行 

常務会 
（執行役員等で構成） 

代表取締役 

NIPPO・CSR委員会 

公正・公明な企業活動を徹底し、当社と当社グループの社会的信頼の維持・向上を図るため、
企業倫理に関する基本方針、および企業倫理徹底のための諸方策に基づき、法令遵守（コン
プライアンス）規程に準拠し、コンプライアンスに関する基本的事項を定め推進すること。 

コンプライアンス 
委員会 

構成企業各社が連携しながら、それぞれ企業倫理の確立と事業活動の一層の適正化を推進し、NIPPOグループ全体と
して社会的責任を果たすこと。 

NIPPOグループCSR委員会 

NIPPO・CSR委員会 

企業倫理の確立と事業
活動の一層の適正化を
推進し、当社および当社
グループ企業が社会的
責任を果たすこと。 

コーポレート・ガバナンス：企業統治。会社の違法行為を監視したり、少数に権限が集
中する弊害をなくしたりして、適正な事業活動の維持・確保を目的とした会社システ
ムのあり方。 

＊1 ステークホルダー：企業に対して利害関係を持つ人。社員・消費者・株主・債権者・取引
先だけでなく、地域社会までをも含めていう場合が多い。 

＊2

P.9

情報は、適時・適正な利用・開示を
行い、不測の漏洩を防止し、情報利
用の基盤を適切に維持する。諸法
令を遵守し、情報管理基本規程、情
報開示に関する規程、個人情報管
理規程に準拠し、情報管理に関す
る基本的事項を定め推進すること。 

情報管理委員会 

P.9

従業員一人ひとりがいきいきと行
動し、その持てる力を最大限に発
揮できるやりがいのある職場をつ
くること。公正・公明な企業活動を
徹底し、社会的信頼の維持・向上
を図るため、人権問題に関する基
本的な事項を定め、推進すること。 

人間尊重 
いきいき委員会 

P.20

当社が良き企業市民として、社会
的責任の一環を果たすため、地球
環境への負荷軽減、地域社会の福
祉の向上等、すべてのステークホ
ルダーの利益と発展を考慮した社
会貢献活動を積極的に推進すること。 

社会貢献委員会 

P.21

適切な品質管理活動の推進を図り、
常に良い技術と製品を提供する
ことで顧客・利用者からの信頼に
応え、企業としての社会的責任を
果たすこと。 

品質保証委員会 

P.9

環境管理規程に基づいて適切な
環境保全活動の推進とより良い
環境の創造に努め、企業としての
社会的責任を果たすこと。 

環境管理委員会 

P.11

安全衛生管理規程に基づいて従
事者の安全と健康を確保し、快適
な作業環境の形成を促進すること。 

中央安全衛生 
委員会 

P.10

パサージュ琴梅 
CSR委員会 

ニッポリース 
CSR委員会 

ニッポメックス 
CSR委員会 

マツレキ 
CSR委員会 

日鋪建設 
CSR委員会 

長谷川体育施設 
CSR委員会 

大日本土木 
CSR委員会 

＊主要関係会社のCSR委員会 



安全管理 
労働安全衛生マネジメントシステムを実行し、安全点検と教育を重点的に行っています。 

コンプライアンスと品質保証体制 

コンプライアンスの取り組み 
 

 

　2006年度の災害発生状況や関係官庁の指導に基づき、

2007年度の方針・目標を全社中央安全衛生委員会の審

議を経て下記のとおり決定し、全事業所にポスターを掲

示し周知を図りました。説明は箇条書きで簡潔に表現し、

わかりやすいものとしました。方針には、前年同様、労働

安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）の実行を掲げ

ました。目標は、「死亡災害『ゼロ』の達成」のみにしていま

す。スローガンは、「リスクアセスメント＊1結果の作業指

示書への反映」を掲げ、全社への普及・浸透を促進するこ

ととしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　リスクアセスメントの実施状況と公衆災害の防止対策

について、重点的に安全点検を行いました。教育・啓発活

動として職長・安全衛生責任者教育、事業者の安全管理

についての教育、安全衛生管理知識の啓発活動を行いま

した。災害発生状況は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　重機による死亡災害が１件発生しました。同種の事故

の防止策として重機稼働範囲内への立入禁止を徹底す

るため、作業計画の作成と関係者への周知を確実に行う

と共に、監視員・誘導員を配置し不安全行動の防止を図り

ます。また、発生時期は第3四半期に多く、11月の建設業

災害対策特別活動月間に併せた活動を予定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　上位3つの型は建設業全体とほぼ同じ傾向にあり、次

いで路上工事の多い当社特有の公衆災害が続いています。 

　若年層など、建設業の経験の浅い人や、作業手順を十

分に認識していない人の事故が増加しています。 

　ヒューマンエラー＊2による事故防止対策として、従来

から実施している「指差し呼称」「キーの抜き取り」「歯止め」

に加え、工事開始前に作業者全員が作業手順を確認した

後、作業に着手することを徹底します。 

安全管理について 

2007年度の安全管理への取り組み 

地中埋設物に関する2件の粗雑工事について 

　平成15年から18年にかけて受注、施工した亀有

維持工事の立入防止柵工事で、工事内容の一部が

完成図書と異なる粗雑工事を行ったことに対し、修

補請求を受けました。 

　また平成17年に受注し、平成18年度に竣工した

日吉電線共同溝その2工事において、過失による粗

雑工事を発生させ、３カ月の指名停止を受けました。 

　今回発覚した不祥事を厳粛に受け止め、粗雑工

事の再発防止と信頼の回復に全社を挙げて取り組

んでまいる所存であります。 

（当社ホームページより） 

過去5カ年の災害件数（休業4日以上、物損50万円以上） 

事故の型別（過去5カ年） 

安全衛生管理方針 
方針 
人命尊重を基本理念とし、労働安全衛生マネジメントシステムを
実行し、安全衛生管理水準の向上を目指す。 

目標 
死亡災害「ゼロ」の達成 

スローガン 
“リスクアセスメントを全員で行い職場の危険を取り除こう!!” 

度数率・強度率 

NIPPO 
コーポレーション 

度数率 

強度率 

度数率 

強度率 
建設業全体 

2006年度 

0.51 

0.17 

1.55 

0.37

2007年度 

0.84 

0.32 

1.95 

0.33

度数率：100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で災害の頻度を表す。 
強度率：1,000延実労働時間当たりの労働損失日数で災害の重さを表す。 

従業員全員のコンプライアンス意識の向上に努め、品質保証体制を強化しています。 

2003 2004 2005 （年度） 2006 2007

25 

20 

15 

10 

5 

0

（件数） 

折れ線グラフは死亡事故件数を示す。 
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品質方針 

［そのために］ 

株式会社NIPPOコーポレーションは、確かなものづくりを通して、 
人と社会の生成発展に貢献します。 

一、　私達は、望まれる確かな製品を提供し、顧客・利用者の信頼を築く。 

一、　私達は、後世に評価される技を磨き、技の大切さを教え、伝える。 

一、　私達は、現状に満足せず、情熱と向上心をもって、継続的改善に挑戦する。 

 

 

　潜在的リスクの排除を目的として、毎年全ての部署で

遵法状況を調査して不適合の可能性のある項目を洗い

出し、業務改善を行っています。 

　従業員のコンプライアンス意識を高めるため、毎年10

月を企業倫理月間に定め、様々な行事を実施しています。

また、社内ネットワークを通じて、業務に関連する様々な

遵法ツールを従業員に提供するほか、現場作業を行う従

業員全員が毎日、遵法スローガン（企業行動5つの誓い）

を唱和しています。 

　情報管理体制については、個人情報の保護に関する法

律を始めとする関連法令や東京証券取引所が定める上

場諸規則等を遵守するため、組織、社内規程を整備して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　2006年12月、全支店と本社とを統合して全社（建築

部門、エネルギー部門は個別活動のため除く）で

ISO9001の認証を取得しました。製品品質だけではなく

業績管理も含めた業務全般を、ISO9001の要求事項に

基づいて実行する品質保証システムを継続して運用して

います。 

　2007年9月と10月に、本社および2つの支店が、審査

機関の外部審査を受けました。品質目標の計画に関する

軽微な指摘が１件ありましたが、直ちに指摘の是正を行い、

2007年12月にISO9001の認証登録を継続しました。 

　経営者（社長）は、年２回の顧客情報と監査情報等をも

とに、改善に繋げるための業務の見直しを行っています。

経営者の見直し指示を受け、社内規程類の見直しが必要

なものについては、それらの改定を行い、業務の改善に

繋げることを継続して行っています。 

　また、工事施工監査部による工事現場の内部監査と、

2007年4月に設置された内部統制部による業務全般の

内部監査により、品質保証体制の強化を進めその維持を

図っています。 

墜落・転落 
20件 

飛来・落下 
15件 

挟まれ・ 
巻込まれ 
16件 激突され 

11件 
公衆災害 
15件 

転倒 
5件 

交通事故 
6件 

その他 
18件 

品質保証体制 

リスクアセスメント：災害の要因となる危険性や有害要因を洗い出し、災害の大きさ
と頻度から危険度を評価し、危険度の高いものから対策を実施して災害の防止を図
る手法。 
 

＊1 ヒューマンエラー：人間に起因する、機械や装置・システムなどの誤作動。人的過誤。 ＊2

品質保証体制 

社長 取締役会 

品質保証担当役員 

全社 

内部監査 

内部統制担当役員 

建築（総合）事務所 
開発事務所 支店各部門 

本社 全社品質保証委員会 

支店 支店品質保証委員会 

本社各部門 

内部統制部 
工事施工監査部 



環境マネジメントシステム 
環境マネジメントシステム体制を構築し、全社一丸となって取り組んでいます。 
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環境マネジメント体制 

環境保全活動の結果と今後の取り組み 

2007年度の目標と実績および2008年度の目標 

　   2008年度の目標 

－
 

 

29.9kgーＣＯ2／ｔ以下 

（2007年度実績 30.0kg－ＣＯ2／ｔ） 

9.31L／t
 

 

－
 

 

16.7t－CO2／億円以下
 

 
26.0tーCO2／億円以下 

2007年度比1％削減
 

 

2007年度比1％削減
 

 

電気使用量2007年度比 0.5％削減 

－
 

 

2007年度比 1％削減 
 

－
 

 

最終処分率0.5％ 

最終処分率2.9％以下 

（2007年度実績 3.1％） 

最終処分率16kg／m2以下
 

 

最終処分率1.2％以下 

最終処分率1.2％以下 

－ 

紙使用量2007年度比 5％削減 

調達達成率100％（継続） 
（当社指定調達品目の消耗品） 

－ 

参加社数600社　グリーン化率50％ 

勉強会300回実施 

CSRレポートの発行（9月） 

活動参加延べ人数5,000人 

　　対象範囲（組織） 

 

 

合材工場 
 

 

 

 

 
舗装・土木部門 

 

建築事業部門 

エネルギー事業部門 

 
 

オフィス（事務所）部門 

 

 

全社（全部門） 

 
 

 
舗装・土木部門 

 

合材工場 

 

建築事業部門 

 
エネルギー事業部門 

全社（全部門） 

オフィス（事務所）部門 

オフィス（事務所）部門 

全社（全部門） 
グリーン調達対象指定品目 

NIPPOグループ 
「取引先グリーン化」サプライチェーンの拡大 

 

全社（全部門） 
 

 

 

　　  目　的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＯ2排出量の削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業廃棄物の削減
 

 

 

 

 

一般廃棄物の削減 

紙使用量の削減 

グリーン調達の推進 

 
環境マネジメント 
システムの導入 

環境教育の推進 

環境コミュニケーション 

の推進 

区分
 

 

 
33.6万ｔ 

（2005年度実績　33.8万ｔ） 

439.6ｔーＣＯ2／億円 

（2005年度実績　501.9ｔーＣＯ2／億円） 

9.36Ｌ／ｔ 

（2004年度実績　9.10Ｌ／ｔ） 

3.2万ｔーＣＯ2／年  （注1） 

（2005年度実績　2.3万ｔーＣＯ2／年） 

21.4ｔーＣＯ2／億円 

（2005年度実績　14.9ｔーＣＯ2／億円） 

19.8ｔーＣＯ2／億円 

0.17万ｔーＣＯ2／年 

（2005年度実績　0.30万ｔーＣＯ2／年） 

0.86万ｔーＣＯ2／年 

（2005年度実績　1.4万ｔーＣＯ2／年） 

14,598千Kwh 

39.8万ｔーＣＯ2／年  （注2） 

（2005年度実績　38.4万ｔーＣＯ2／年） 

131.8ｔーＣＯ2／億円 

（2005年度実績　123.3ｔーＣＯ2／億円） 

66% 
 

0.6% 

328t （2006年度実績272ｔ） 

20%増加 

10.1kg／ｍ２ 

 

5.5% 

1.2%　 （注3） 
1,203 ｔ（2005年度実績　2,049ｔ） 

175.3t 

100% 

 

2社（2008年度　1社追加予定） 

参加社数354社　グリーン化率25％ 

319回実施（参加人数5,394人） 

CSRレポートの発行（9月） 

活動参加延べ人数7,151人 

総排出量
 

 

2005年度比2％削減　 
 

合材製造燃費の削減 
2004年度比0.2Ｌ／t削減 

総排出量 
 

2005年度比2％削減　 
 

26.5tーＣＯ2／億円以下 

2005年度比2％削減　 

 

2005年度比2％削減 

 

　
 

総排出量 
 

2005年度比2％削減　 
 

廃木材の再資源化率60％以上 
 

最終処分率2％以下 

混合廃棄物排出量の削減 
2006年度比10％削減 

混合廃棄物発生量　2006年度 

目標値（19kg／ｍ２ ）比 5％削減 

最終処分率6.5％以下 

最終処分率4.5％以下 

2005年度比10％削減
　 

 

調達達成率100％ 
（当社指定調達品目の消耗品） 

主要関係会社（4社）でISO14001認証取得 

 

勉強会300回実施 

 CSRレポートの発行（9月） 

コミュニケーションの充実 
（活動参加人数4,000人） 
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◎１００％達成　○80％以上達成　△60％以上達成　×達成率60％未満 

（注１）土壌浄化事業で約５千ｔのＣＯ2が排出され前年度分に上乗せされています。 
（注２）2006年度は電力による排出係数を全てデフォルト値（0.555kg・ＣO2/Kwh）で算出した数値で42.1万tでしたが2007年度と同一の算出方法では40.3万ｔとなり、実質的には5千t削減されています。 
（注３）（参考資料）2005年度の建設廃棄物実態調査結果（国土交通省）での最終処分率は7.8％です。 
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2007年度の実績 2007年度の目標 

環境マネジメント体制図 環境方針ポスター 

社長 取締役会 

環境担当役員 

本社 全社環境管理委員会 

支店 支店環境管理委員会 エネルギー部門 エネルギー部門環境管理委員会 

建築工事事務所 
開発事務所 

エネルギー営業所 
エネルギー工事事務所 出張所・合材工場 

工事事務所 

統括事業所・営業所 

関係会社・協力会社・協力業者 

中期環境保全活動目標値 

目標 部門 

全社 環境法令、条例等の遵守 

地球温暖化対策 
　CO2排出量の削減 
　「取引先グリーン化」サプライチェーンの推進 

環境負荷の低減 
　環境技術開発の促進 
　環境配慮型工法の技術営業推進＊ 

 
1工法 
160億円 

 
1工法 
150億円 

 
1工法 
170億円 

循環型社会の構築 
　産業廃棄物の最終処分率低減 

　電気の使用量削減 
　紙の使用量削減 

2008年度目標値 

法令違反なし 

 
2007年度比 1.0％削減 
参加社数 600社　グリーン化率 50％ 

1.2％以下 

2007年度比 0.5％削減 
2007年度比 5.0％削減 

2009年度目標値 

 
2007年度比 2.0％削減 
参加社数 800社　グリーン化率 60％ 

法令違反なし 

1.1％以下 

2007年度比 1.0％削減 
2007年度比 10.0％削減 

2010年度目標値 

 
2007年度比 3.0％削減 
参加社数 1,000社　グリーン化率 70％ 

法令違反なし 

1.0％以下（ゼロエミッションの達成） 

2007年度比 1.5％削減 
2007年度比 15.0％削減 

＊環境配慮型工法は土壌浄化事業及び遮熱性・保水性・バイロ・凍結抑制・エコ商品・エコファイン・FRB関連・路床安定処理関連（8工法）の合計ですが、 
　土壌浄化事業での2008年度計画値が大きいため、不連続な目標値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　当社のCSRの中で、環境は最重要課題の一つです。

2008年4月に策定した環境方針・環境保全活動項目に

基づき、各部門・事業所が年間の業務運営計画に環境保

全活動計画を含めて策定し、現業事業所は地域の特性に

応じた活動を推進しています。 

　環境管理委員会は年に4回開催し、四半期毎の環境に

関する収集データの内容や公害の未然防止、関係法令の

遵守、環境保全の提案等を審議しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　2007年度のNIPPOグループとしての環境保全活動は

主要関係会社の日鋪建設（株）とニッポメックス（株）が

ISO14001の認証を取得し、長谷川体育施設（株）も

2009年1月の認証取得に向けて準備を開始しています。 

　また、「取引先グリーン化」サプライチェーン（当社のお

取引先様にも環境保全活動への取り組みをお願いし、環

境保全活動の輪を広げることを目的としたもの）の活動

では、354社の参加を得ましたが、「EMS（環境マネジメ

ントシステム）基準」が構築されたと認められるグリーン

化率は25％で、今後も中期環境保全活動目標に掲げた

目標に向けて活動を展開していきます。 

　当社の環境側面における最重要課題はCO2排出量の削

減です。当社はアスファルト合材工場での排出量が全社

の85％を占めており、その対策と改善が求められています。 

　アスファルト合材の製造では、骨材を乾燥・加熱するた

めの燃料使用で約85％、プラント動力（再生骨材破砕プ

ラント含む）での電力使用で約15％の比率でCO2を排出

します。 

　2007年度は電力のCO2排出係数を各電力会社から公

表された数値（未公表会社はデフォルト値＊1の0.555㎏・

CO2/Kwh）を用いて算出しましたが、総排出量及び製造

１トン当たりの排出量も改善されています（P14参照）。

今後もCO2排出量削減に努力してまいります。 

　グリーン購入対象指定品目の調達100％を目標に取

り組みました。2006年度は94.4％でしたが、2007年度

は100％となり目標を達成することができました。今後

も継続して取り組んでまいります。 

環境方針 
環境保全活動の継続的改善に努め、「環境保全と経済活動の両立」する
持続可能な社会の実現に貢献する。 
１. 環境法令、条例等を遵守して、適正な事業活動を推進する。 
２. 環境と資源を大切にし、「地球温暖化対策」及び「循環型社会の構築」
を基軸とした環境保全活動を推進する。 

３. 事業活動を通じて汚染の予防に努めるとともに、環境負荷の低減を
推進する。 

【環境保全活動項目】 
事業所名： 本社 

①環境法令、条例等の遵守 
②地球温暖化対策 
　・ＣＯ2排出量の削減 
　・「取引先グリーン化」サプライチェーンの推進 
③循環型社会の構築 
　・ゼロエミッションの達成 
④環境負荷の低減 
　・環境技術開発の促進 
　・環境配慮型工法の技術営業推進 

デフォルト値：2006年経済産業省・環境省令によるCO2排出係数の初期設定値。 ＊1

２００４年　３月　４日制定 
２００６年　６月３０日改訂／２００６年　６月３０日適用 
２００８年　６月２７日改訂／２００８年　６月２７日適用 

２００８年４月１日 
 
代表取締役社長 

代表取締役専務取締役　専務執行役員 

全社 

全社 

本社 

全社 

オフィス 
部門 

評価 



舗装事業における環境保全活動 

 

 

 

 

 

 

　工場周辺の空気を汚さないよう、定期的に窒素酸化物＊2

や硫黄酸化物＊3、ばいじん＊4等の排出量を測定・管理し

ています。また、法令規準より高い性能の集じん機を整備

したり、製造工程の様々な箇所に、粉じんを飛散させない

ような設備等を設けるなどの対策を行っています。また、

大気汚染物質の排出量は各年度での変動はありますが

各工場は全て法定規準値を大きく下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

　アスファルトを加熱した際の悪臭を防ぐため、都市部

にある主要10工場に脱臭炉を整備しています。また、部

分的な悪臭には、中和剤を使用しています。 

 

 

 

　舗装工事の際の主な環境負荷には、施工機械等による

騒音、排ガスによる大気汚染、CO2、産業廃棄物の排出な

どがあります。 

 

 

　舗装工事に使用する施工機械を順次、環境負荷の少な

い排出ガス対策型・低騒音型に切り替えています。2007

年度までに、保有機械の86％を排出ガス対策型に、77％

を低騒音型に切り替えました。 

　対策済みの施工機械は、主に規制対象地域で使用してい

ますが、対象地域以外でも積極的な使用を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

　全ての部署、事業所で発生する産業廃棄物の分別を徹

底するとともに、部署毎に排出量を種類別に管理し、再資

源化・省資源化計画を立てて実行しています。産業廃棄

物量に占める最終処分量の割合は、全社において、

2005年度が3.8％、2006年度が2.5％、2007年度が

1.2％と確実に低減しています。 

 

 

 

　輸送行程での主な環境負荷は、ダンプトラック等の燃

料消費に伴うCO2の排出と騒音です。当社は、改正省エネ

法により貨物の輸送量が3,000万トンキロ／年以上の

全事業者にエネルギー使用量の削減を課す「特定荷主」

に指定されており、その改善に努めています。 

　また、アスファルト合材の材料となる骨材の運搬は、自

動車輸送から海上輸送へ積極的に切り替えています。

2005年度35万トン、2006年度36万トン、2007年度

34万トンの骨材を海上輸送により受け入れました（全骨

材使用量の約5％）。また、ダンプトラック使用時には、ア

イドリングストップやエコドライブに努めるように、運送

会社を指導しています。 

舗装現場での環境配慮 

輸送行程での環境配慮 

 

 

　アスファルト舗装は、毎日のように紫外線や雨の影響

を受けながら車や人に利用されるため、約10年でその

役割を終え、新しい舗装に改修されます。 

　改修工事に伴って集められる古いアスファルト舗装は、

全国で年間2,600万トン（東京ドーム約10杯分）にもな

りますが、これらのほとんどが捨てられることなく、新し

く施工される舗装材料の一部として使われます。そのリ

サイクル率は99％にのぼりリサイクルの優等生と呼ば

れています。 

　当社は1950年代前半から、当時としては珍しかった「ア

スファルト舗装リサイクル技術」の研究に取り組み、現在

の技術やシステムをほぼ確立して全国に展開しました。 

　現在、全国に162カ所のアスファルト合材工場を保有

していますが、このうち144工場で古いアスファルト舗

装を受け入れ、157工場でリサイクル合材を製造してい

ます。 

　1981年からは、家庭から出る一般廃棄物の焼却灰を

処理して発生するゴミ溶融スラグをアスファルト舗装材

料の一部として有効利用する研究を開始し、その技術を

確立しました。 

　現在では、こうした取り組みを核に、全国の工場で、一

度リサイクルしたアスファルト舗装をその品質を低下さ

せることなく繰り返しリサイクルしたり、他産業から出る

副産物を適正に処理して舗装材の一部に有効利用する

などの積極的な活動を行っています。他産業副産物のうち、

ごみ溶融スラグ、下水溶融スラグ（下水汚泥焼却灰の溶

融処理で発生）、鉄鋼スラグ（鉄鋼製造工程で発生）など

の有効利用実績は、2005年度が70千トン、2006年度が

91千トン、2007年度が82千トンとなっています。 

　これらの活動が評価され、1995年に大和合材工場（神

奈川県）が「リデュース・リユース・リサイクル＊1推進協議

会」から「建設大臣表彰」を受けたのを始め2007年まで

に13合材工場が「リデュース・リユース・リサイクル推進

功労賞」等の表彰を受けています。 

 

 

　アスファルト合材工場では、化石燃料や電力などを使

用してアスファルト合材等を製造していますが、周囲の環

境に悪影響をおよぼさないよう、細心の注意を払い、対

策を行っています。 

 

 

　アスファルト合材の製造に伴って生じる二酸化炭素（CO2）

の排出量を削減するため燃料を重油類から、都市ガスや

灯油等へ徐々に切り替えを進め、省エネルギー型の設備

や機器類も積極的に配備しています。 

　さいたま合材工場（埼玉県）では、2005年度から燃焼

装置の空気比・制御の改善、損失熱回収、乾燥装置の熱効

率改善、負荷電力の低減などの対策を逐次進めた結果、

下記グラフのとおりCO2排出量を大幅に削減することが

出来ました。この成果を他の工場へ展開し、全社的なCO2

排出量削減活動として定着を図っていきます。 

大気汚染対策 

悪臭対策 

施工機械の騒音・排出ガス対策 

産業廃棄物の排出管理 

製造、舗装、リサイクルにいたる舗装事業の全工程で環境負担低減に努めています。 

2005 2006 2007（年度） 

5,200 

5,100 

5,000 

4,900 

4,800 

4,700 

0

（t／年間　棒グラフ） 

22.0 

21.5 

21.0 

20.5 

20.0 

19.5 

19.0

（kg／t　折れ線グラフ） 
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環境型リサイクルへの取り組み アスファルト合材工場での環境配慮 

二酸化炭素排出量の削減 

損失熱回収（フード設置）の例（さいたま合材工場） 

燃料使用によるCO2排出量の推移（全工場） 

2006年度 

288,177 

24.8 

163

2005年度 

292,677 

25.2 

162

種類 

CO2（トン/年） 

原単位（kg/合材トン） 

工場数 

2007年度 

282,672 

24.1 

162

 

保有 

238 

387

 

対策 

196 

291

 

率 

82％ 

75％ 

2005年度 

 

 

保有 

224 

372

 

対策 

192 

276

 

率 

86％ 

75％ 

2006年度 

 

 

保有 

241 

373

 

対策 

202 

287

 

率 

86％ 

77％ 

2007年度 

 

 

 

排出ガス対策型 

低騒音型 

種類 

アスファルト合材工場からの大気汚染物質排出量　（単位：トン/年） 

2006年度 

152.3 

198.8 

101.9

2005年度 

117.8 

171.5 

68.5

種類 

窒素酸化物（NOX） 

硫黄酸化物（SOX） 

ばいじん 

2007年度 

147.9 

249.4 

97.6

2007年度は上位50工場のサンプリングから（サンプル率：57.0％）推計 

＊1 
 
 
 
＊2

リデュース・リユース・リサイクル：3Rともいい循環型社会形成のキーワード。リデュー
ス（Reduce） ゴミの発生を抑制すること。リユース(Reuse) 一度利用して不要になっ
たものを再度使用すること。リサイクル(Recycle) 一度使用して不要になったものを
他の製品の原料として再生利用すること。 
窒素酸化物：光化学スモッグや酸性雨などを引き起こす大気汚染物質で、主な発生源
は自動車の排気ガス。 

硫黄酸化物：ぜんそくなどの公害を引き起こす大気汚染物質で、化石燃料を燃焼させ
ることにより発生する。 
ばいじん：燃料などを燃焼させることにより発生する「すす」や「燃えかす」の固体粒子
状物質で、燃焼以外から発生するものは粉じんに区別される。 

＊3 
 
＊4

さいたま合材工場のCO2排出量削減例 



舗装事業での環境技術 

 

 

 

　これまで私たちは、道路の表面をアスファルトやコンク

リートで被覆することにより、快適で安全な走行性や歩

行性を享受してきました。その一方で、雨水が地下に浸透

できなくなり、路面に降った雨は雨水管を通じて短時間

のうちに河川に放流されるようになりましたが、近年の

地球的な気候の変化に伴い、特に都市部などでは集中豪

雨などの際に、河川が急激に増水し氾濫する｢都市型洪水」

も増加してきました。そこで、2004年に『特定都市河川

浸水被害対策法』が施行され、指定された区域で一定規

模の道路等を新設する際に、雨水流出抑制対策が必要と

なりました。 

　当社は、雨水を地下へ浸透させる舗装の開発を昭和

40年代の後半から行ってきました。この技術は、アスフ

ァルトやコンクリートを用いながらも雨水を現地盤へ還

元できる舗装のことであり、「都市型洪水」の抑制対策と

しても有効です。また、これらの舗装を施すことによって、

地中では通気性とともに水分も確保されることから、自

然地盤に近い環境になります。このため、土中生物や植

栽の生育にとっても良好な環境であるといえます。歩道

用として「透水性舗装」、車道や駐車場用として「アクアパ

ービアス」をラインナップしており、現在年間50万㎡程

度を施工しています。 

 

 

 

 

　アスファルト合材工場で使用する燃料（重油、灯油）の

粒子を微細化して燃焼効率を向上させ、CO2排出量を削

減する技術の開発に継続的に取り組んできております。

今般、灯油用の装置を開発し（一次改善）、かつ燃焼条件

を自動制御する装置と組み合わせる（二次改善）ことで、

燃費を約14％改善することができました。重油用でも同

類の装置を開発済みで、工場に設置して実証実験を行っ

ています。 

 

 

　道路舗装は、壊れてから造り直すよりも、壊れる前、あ

るいは破損が小さいうちに適切に対処すれば、より長持

ちさせる（延命化）ことができます。 

　当社では、新規開発のアスファルト混合物を厚さ

15mm程度被せる（オーバーレイ）だけで、傷み始めた舗

装を経済的にリフレッシュできる「ニッポカーペット」を

開発し、道路の長期利用を可能とし、省資源に寄与してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　歩行者系舗装のうち土系舗装は、色合いや歩行感が利

用者に優しく自然環境ともよく調和します。また、適度の

保水性や透水性を有しているので、路面温度の上昇抑制

効果によるヒートアイランド現象の緩和や雨水の地下へ

の浸透による都市型水害対策への寄与なども期待でき

ます。これまでの施工実績は、主に公園や歩道など限られ

た地域・場所でありました。しかし、観光地などの軽交通

道路や歩道等においても景観に配慮し、土の趣を活かし

た土系舗装のニーズが存在しており早急な対応が求め

られていました。 

　「パーフェクトクレイＬ」は、主材料である自然土に天然

有機物を含む特殊固化材を添加することで、土本来の自

然感や歩行感を保持しつつ耐久性を高めた土系舗装です。

このような背景を受け、現在、「パーフェクトクレイＬ」に

よる「土系舗装の実道への適用に向けた研究」に関する

共同研究を、独立行政法人土木研究所と行っています。こ

の共同研究での目的は、歩道等に適用できる土系舗装の

技術開発や評価手法の確立を図ることです。その一環と

して、国土交通省・各地方整備局の「道の駅」などにおい

て試験舗装とその追跡調査も適時実施しています。 

環境に配慮した材料・製品を研究 

「パーフェクトクレイL」 

道路の延命化で省資源に寄与 

環境や安全に配慮した材料・製品・舗装工法の開発を進めています。 
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都市型洪水の抑制，地中生態・植生の改善 

「透水性舗装」・「アクアパービアス」 

環境舗装・資材のラインナップ 

舗装厚15mm

新潟県内の「道の駅」での試験舗装 

兵庫県内での試験舗装 

パーフェクトウッドチップ 
パーフェクトクレイC&C

ミックスラガ 交通騒音の低減 

振動抑制・凍結抑制 バイロペーブ 
ゴムロールド 
NOx吸収舗装 

土壌浄化 

防塵固化材 テフィックス 

土壌・地下水の浄化技術 

NOx吸収 

クールパービアス 
クールポリシール 
緑化ブロック舗装 

パービアス 

再生アスコン 
スラグアスコン 

エスマック 
ミラファルトⅡ 

コンポジット舗装 

エコファイン 

発生材のリサイクル 

耐久性向上 

舗装構造の強化 

CO2排出の低減 

発生木材の 
　有効利用 

パーフェクトシーダー 

環
境
負
荷
軽
減
の
木 

・地球温暖化の抑制 
・資源の長期利用 
・省資源技術の活用 
・リサイクル 

地球・社会環境 

・交通騒音の低減 
・都市型洪水の抑制 
・地下水の涵養 
・路面温度の上昇抑制 

都市環境 

・道路の振動、凍結抑制 
・建設環境の改善 
・土壌・地下水の浄化 

沿道・道路空間環境 

環境に配慮した設備・機械、工法を開発 

アスファルト合材製造時のCO2排出量削減 

アクアパービアス 
透水性舗装 
アクアパービアス 
透水性舗装 
アクアパービアス 
透水性舗装 

ニッポカーペット ニッポカーペット ニッポカーペット 
パーフェクトクレイLパーフェクトクレイLパーフェクトクレイL

都市型洪水の抑制 都市型洪水の抑制 都市型洪水の抑制 

路面温度上昇抑制 路面温度上昇抑制 路面温度上昇抑制 
既設舗装の延命化 既設舗装の延命化 既設舗装の延命化 

土系舗装の温度低減効果の測定例 
（独立行政法人 土木研究所 2007年8月16日測定） 
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密粒度アスコンと 
土系舗装の路面温度差 
約18℃（日最大値） 

土系舗装の 
表面温度の範囲 

密粒度アスコン 
土系舗装最大値 
土系舗装平均値 
土系舗装最小値 
気温 

路面温度（℃） 

時刻 



戦略事業における環境・安全配慮 

開発（住宅）事業における環境・安全配慮 
 

 

　2007年度には、混合廃棄物排出量17kg/㎡以下（前年

比5％削減）、CO2排出量26.3ｔ-CO2/億円以下（前年比5

％削減）を達成し、「グリーン調達指定品目リスト」による

建設資材・機材の調達を実施し、着実に成果を上げ環境

負荷の低減に努めています。 

　解体・改修工事におけるアスベスト対策も、確実な事前

調査の実施と適切な曝露防止対策の実施により環境・安

全に配慮した施工を行っています。 

　2008年度からは、新たな3カ年計画による環境・安全

目標設定を行い、部門活動方針にも更なる安全衛生に対

する取り組みの充実と環境保全に対する取り組みの強化

を盛り込み、建築事業部門全体の足並みを揃えた取り組

みに努めます。 

 

 

　KYB株式会社は、建設機械用油圧製品を始め、航空機

のランディングギア＊1等に使われるオイルダンパーを製

作しているトップメーカーです。この度、延床面積7,996

㎡、鉄骨造5階建ての工場・食堂及び事務所を持つ複合施

設の設計・施工にて受注し、環境に配慮した設計を行い、

実施しました。 

　その取り組みとして、「①屋上緑化により冷暖房負荷の

低減を図る。②太陽光発電により年間に28,000kwh/年

の電力を得る。③既設コージェネレーションシステム＊2

からの回収熱余剰分を当施設内で有効利用する」ことで、

一層の熱効率の改善を図る等、ランニングコストだけで

なく、環境に配慮する工夫が随所に採用されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　2007年度は無事故・無災害を目標に安全管理を推進

した結果、2006年度に続いて休業災害ゼロを達成しま

した。 

　また、2007年度から本格的に安全衛生マネジメント

システムの活用を開始しています。 

　環境への取り組みとしては、ISO14001「環境マネジメ

ントシステム」により、環境配慮設計、産業廃棄物最終処

分率の低減、工事にともなう燃料使用量の削減等（CO2

削減）に取り組んでいます。 

 

 

　新日本石油精製㈱根岸製油所のETBE＊3混合ガソリン

の調合出荷の実証化試験に関わる受入れ・出荷設備及び

関連施設の新設工事を受注・施工しました。 

　バイオマス燃料＊4の利用は、石油に代わる液体燃料の

確保及び地球温暖化対策（CO2削減）の観点から、石油連

盟加盟各社と共同で導入され、今回施工した設備は首都

圏の給油所５０カ所において試験販売するための設備で、

2007年4月に販売が開始されています。 

　さらに、2008年度から試験販売を拡大し、2010年か

ら本格導入される計画になっています。 

　工事にあたっては、操業中の製油所の中での工事であ

り、徹底した安全管理の下、無災害で完成し、地球温暖化

対策に貢献しています。 

建築事業での取り組み事例（KYB株式会社 相模工場増築工事） 

エネルギー事業での取り組み事例 

建築・エネルギー・開発・土壌浄化の各事業でも環境・安全への配慮を行っています。 
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建築事業における環境・安全配慮 エネルギー事業における環境・安全配慮 

ランディングギア：航空機の着陸装置で、離着陸時のみ外側に出る航空機の足のよう
なもの。 
コージェネレーションシステム：発電時に発生した排熱を給湯などに利用する熱エ
ネルギーを供給する仕組みのこと。 

＊1 
 
＊2

＊3 
 
＊4

ETBE：エチル・ターシャリー・ブチル・エーテルの略称で、エタノールと石油系ガスで
あるイソブテンを合成してつくる物質。 
バイオマス燃料：生物体（バイオマス）の持つエネルギーを利用したアルコールや合
成ガスのこと。 

根岸製油所 
ETBE調合出荷設備 

重金属の不溶化処理 

アーバス新宿余丁町 

 

 

　安心・安全な暮らしを支える住宅商品の提供にあたっ

て、「お客様に住んでよかったと思っていただけること。

心を込めた手作りプランを基本に、先進のシステムを開

発すること。良いものを割安な価格で提供すること」を基

本方針として住環境の整備に取り組んでいます。今後は

以下の3点を重視して取り組んでいきます。 

①環境　外断熱住宅、24時間換気システム。 

②安全　セキュリティー、免震装置・耐震。 

③管理　維持管理への取り組みにより資産価値を高め、

維持していく。 

 

 

　首都圏において外断熱工法、オール電化システムを採

用し、快適・省エネ生活をもた

らし、地球環境に優しい住環境

の提供に取り組みました。今後

も環境に配慮した住宅づくり

を推進します。 

 

 

 

　土壌汚染対策法の施行（2005年）以来、土壌浄化の市

場は拡大の一途にあります。土壌調査や汚染土壌の処理

は、法契機5％に対して、自主契機が95％を占めています。

このことから、環境重視の社会的趨勢や土地取引におけ

るリスク回避などが、土壌浄化の市場を大きく後押しし

ていることが窺われます。 

　当社は、長年培ってきた土壌改良の技術をベースに、

早くから土壌、地下水の浄化に取り組んできました。 

　これまでに、4,000カ所以上で土壌の調査分析を行い、

400カ所以上で土壌浄化を行ってきました。2007年度

の調査分析・浄化の合計件数は610件で、わが国でも上

位にランクされます。土壌汚染対策の分野では、迅速・確

実・低コストの対応が求められ、技術開発と人材の育成に

努め、ご依頼主のご要望に応えて行きたいと考えています。 

 

 

　当社は、浄化技術の自社開発に努め、豊富な浄化技術

を保有しています。特に油含有土壌やVOC（揮発性有機

化合物）汚染土壌の分野では、加熱、化学酸化、バイオな

どの工法による数多くの施工実績があります。 

　また、重金属処理の分野では、グラフト重合繊維による

処理技術や、固化・不溶化技術などを保有しています。昨

年度は、不溶化処理

を含む大規模な重金

属汚染土壌の処理工

事を実施しました。 

KYB株式会社屋上緑化及び太陽光発電 

外断熱工法による事業の取り組み 
浄化技術開発への取り組み 

土壌浄化事業における取り組み 

大日本土木株式会社 

　大日本土木㈱は、大正13年創業の総合建設

会社で、ダム、トンネル、地下鉄、橋梁、上下水道、

サーキット、スキー場、ゴルフ場、宅地造成といっ

た土木事業や、プラント、工場、レジャー施設、

ホテル、オフィスビル、教育施設、医療施設、マ

ンションといった建築事業の実績があります。 

グループ会社の紹介 ◎工事件名：平成16-19年度手結山（ていやま）第2
トンネル工事（優良工事表彰受賞） 
◎発注者：国土交通省四国地方整備局 
◎工事場所：高知県香南市夜須町手結山他 
◎工事延長：Ｌ＝1,070m 

主な環境配慮：工事範囲内樹木の伐採材を現場内
でチップ化し、発酵後、法面吹付材としてリサイク
ル（写真左側法面）。　トンネル内湧水を排水処理後、
吹付コンクリートに再利用。 



お客様の信頼を得るために 

お客様満足の実現 

高品質な製品の提供 

お客様とのコミュニケーション 

人間尊重いきいき委員会 

お客様に最適な商品をご提案できるよう、営業担当・施工担当とも体制を整えています。 

従業員とのかかわり 
従業員一人ひとりがいきいきと行動し、持てる力を最大限に発揮できる職場をつくります。 

19 NIPPO CSR Report 2008 20NIPPO CSR Report 2008

提案営業の実践 

　お客様満足度の向上のため、「ご

提案営業」へと営業のスタイルを変

化させています。お客様の視点に立っ

た営業を行うためには、提案営業

が不可欠です。お客様の状況のみ

ならず、お客様の属される業界全

体をも含んだ、幅広い予備知識が必要となります。 

　お客様にとって最適な製品をご提供させていただきた

いと常に心がけております。 

営業第二部営業第二グループ　乾 祥一郎 

チェック体制の整備 

　現場でもお客様とのコミュニケー

ションの中で、お客様が満足し納得

いただける製品を提供できるよう、

常に求められている品質を迅速に

反映するための体制を整えています。 

　特に施工各段階での自主検査に

よって、不具合を見逃すことのないよう、常にチェックを

行い、またお客様のニーズに充分に応え、お客様が満足で

きるような態勢としています。 

工事部工事グループ      湯川 隆之 

ニッポ・ニュースは、 
ホームページよりご覧になれます。 
http://www.nippo-c.co.jp/

 

 

　当社では、「人間尊重」をCSRの柱の一つとして位置づ

けています。従業員が意欲と責任を持って働ける労働環

境の実現を目指し、当社が果たすべき社会的責任を自覚

し、活動することを基本姿勢とした「人間尊重いきいき委

員会」を設置し、主として「労働環境整備の推進」、「健康増

進（心とからだ）の推進」、「高齢者・障害者雇用の推進」お

よび「人権問題に関する啓発活動の推進」に取り組んで

います。 

 

 

 

　建設業、特に主たる業務が屋外となる道路建設産業に

おいては、天候等の自然環境や交通事情等により仕事の

進捗状況や施工方法が左右されるため労働時間が不規

則となる傾向があります。このため不定期に過重労働に

なる場合があり健康障害防止対策の徹底が求められて

います。 

　当社では、こうした労働時間に関する問題に対して、労

使で構成する労働時間検討委員会にて対応策を検討し、

過重労働による健康障害防止対策として疲労蓄積度セ

ルフチェックを実施し、必要に応じて保健師の面談や医

師の面接を実施することとしております。また、その他の

職場の問題についても、労使共通の認識を得られるよう

各支店の労使懇談会等で話し合いの場を設け、より良い

労働環境の実現に向けて努力しています。 

 

 

 

　従業員の健康管理は、労働安全衛生法に則した定期健

康診断を基本として保健師の指導や個々人が日頃から気

になるところの検査項目を選択できるオプション検診を

取り入れ、きめ細かな検診ができるように配慮しています。 

　メンタルヘルスについては、管理者用と個人用メンタ

ルヘルス対応マニュアルを作成し、イントラネット掲示板

にて従業員に周知しています。また、新たに管理職になっ

た者に対しては、新任管理者研修にて知識を深めるよう

努めています。 

　今後も従業員の心身両面にわたる健康づくりと働く従

業員を支える家族の健康管理に配慮していきます。 

 

 

 

　当社では、労使協定により、既に「高年齢者雇用安定法」

に定める基準を上回る満65歳までの継続雇用制度を導

入しております。今後も健康で働く意欲のある定年退職

者が、「生涯現役」として活躍していただけることを願っ

ています。 

　また、障害者の雇用にも積極的に取り組み、建設業とし

ては高い雇用率を達成しており、2008年4月1日現在の

雇用率は1.95％となっています。引き続き法定雇用率（1.8

％）を維持していく所存です。 

 

 

 

　新日本石油グループ従業員の人権問題に対する理解

を深めるための活動に当社も参加し、人権に関する従業

員への啓発活動を推進しています。 

　今後も、研修や社内イントラネットの「人権Eラーニング」、

人権週間での人権標語の募集を通じ、従業員の意識向上

を図っていきます。 

 

 

 

　従業員教育の一つとして、コンプライアンスに則した適

正な事業所運営を図るために、業務運営に直結した問題

解決型の研修（本社部門連携研修）を全国展開しています。 

　従業員一人ひとりがCSRの重要性を認識し、職務遂行

能力の向上を図ることにより、日常業務におけるCSRの

確実な実践と会社の業績向上、さらには企業価値を高め

ることを目指します。 

　当社は、お客様が望む確かな製品を提供することにより、

さらなる信頼関係の構築を目指しています。 

　そのため的確にお客様の二一ズをつかみ、安定的に品

質の高い製品を供給することに努めています。また、様々

なツールを構築して当社の技術力をPRし、お客様との関

係を深めています。 

 

 

 

　お客様の二一ズを的確につかむために、営業担当者の

間では「提案営業」を進めています。施工の時期、条件、品

質等の事項を確実に施工部署へ伝え、見積、設計、施工に

反映させることで、お客様のニーズに確実にお応えして

います。また、お客様から寄せられた苦情は真摯に受け

止め、製品の品質向上に生かしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　施工担当者は、お客様に高い品質の製品を供給するた

め、厳格な品質管理を行っています。施工の各段階で、品

質検査を行い、結果を整理・確認し、不良原因の早期発見・

排除を進め、品質の確保に努めています。また、お客様の

完成検査を受ける前に、社内での完成検査を行い、引き

渡しできる状態かどうかが厳重にチェックされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　お客様とのコミュニケーションツールとして、ニッポ・

ニュースやホームページがあります。 

　ニッポ・ニュースは当社が持つ様々な工法についての

情報を掲載したもので、年6回発行し、お客様にお届けし

ています。タイムリーな施工実績の紹介が好評です。 

　当社ホームページにも「技術情報」のコーナーを設け

ており、誰でも簡単に当社の技術に関する情報を閲覧す

ることができます。また、「問い合わせフォーム」を通じて

いただくご質問・ご要望には、担当者が迅速にお答えして

います。2006年度は238

件、2007年度には298件

のご質問・ご要望をいただ

きました。 

労働環境整備の推進 

高齢者・障害者雇用の推進 

人権問題の啓発活動 

従業員教育 
健康増進（心とからだ）の推進 



社会とのコミュニケーション 

災害復旧支援活動 地域活性化への取り組み 
 

 

 

　長年培ってきた土木技術と全国500カ所に配置した

事業所網を生かして、地震を始めとする自然災害が発生

した場合には、いち早く現地に駆けつけ地元自治体と連

携して復旧活動にあたっています。 

　2007年7月16日に発生した「新潟県中越沖地震」では、

「安否確認システム」を通じて従業員の安否確認後、直ち

に復旧支援体制を敷いて現地入りし、道路を中心とした

ライフラインの被災状況の調査、復旧方法を被災地自治

体等と連携して行いながら、道路の陥没、段差、クラック

の復旧、ガス復旧の工事に協力しました。 

　建設業界は災害時のインフラ復旧や障害物撤去など

の重要な役割を社会から期待されています。このため、

当社では「非常災害対策規程」および「BCP（事業継続計画）」

を策定し、今後、さらなる検討や訓練を踏まえ、充実させ

ていきます。 

 

 

　新潟県中越沖地震ではグループ全社を含め、役員や従

業員から募った義援金に会社拠出を加えた災害見舞金

500万円を届けました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　1987年から開催が始まった日本最大の自転車ロード

レース競技「ツール・ド・北海道」には大会に協賛するとと

もに自社のチームで参戦しています。2007年の第21回

大会は、小樽市から始まり、27市町村、総走行距離677ｋ

ｍを駆け巡りました。当社チームは団体総合2位の成績を

収めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　全国の各事業所では、祭りや町内会、子ども会等のイベ

ント、地域清掃等に毎年積極的に参加しています。 

　活動実績は、各事業所の取り組みのヒントや励みとな

るよう、社会貢献委員会を通じて社内に報告されています。 

 

 

◎近隣道路等の清掃・草刈等の環境保全活動：530件 

◎地域の献血、廃品回収への参加、切手集め等ボランティ

アへの協力：163件 

◎こども１１０番の登録等防犯活動への参加：59件 

◎祭り、イベント等への参加・協力：56件 

◎交通安全キャンペーン等への参加：44件 

◎工場、現場見学会等の体験学習の開催：6件 

復旧支援 

災害見舞金 

2007年度の取り組み事例 

社会の一員として環境保全等に取り組むほか、災害時の復旧支援活動を組織的に行っています。 

第三者意見 

ご意見をいただいて 
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地域とのコミュニケーション 

 

 

 

　「CSRレポート2008」は昨年の創刊以来2年目に入り、

林田社長の信念である「確かなものづくり」と「適正な利益」

の両立に向けての取組が、少しずつですが全社で動き出し

ている印象を受けます。その一つは、コンプライアンスの強

化です。従業員一人ひとりの意識改革の浸透をはかるため

に、法令順守や品質保証、安全管理、環境保全の研修を全国

の事業所の所長や営業担当者に対して始めたことです。現

場の判断や緊急対応など、最終的には人の力量に大きく依

存しますので、人材育成に力を入れていくことは重要です。

また、過去の不祥事を繰り返さないために、従来からの工

事の社内検査に加え、工事施工における二重のチェックと

して、監査を2007年度は81部署、104件の工事を対象に

実施し、そこで得られた知見を不祥事の未然防止策につな

げようとしている点です。品質マネジメントシステムの認

証取得企業としては、取組が若干遅かりしとの感も否めま

せんが、一歩でも前進しようとしている姿勢は好感がもて

ます。 

　もう一つは、地球温暖化防止を含む環境対策の取組の深

化です。この3年間で、地球温暖化対策を重点目標に据え、

廃棄物対策、汚染防止対策、環境経営など全般的な成果を

あげてきていますが、2008年度からの新たな３カ年計画（中

期環境計画）では、従来の取組に加え、「取引先グリーン化」

サプライチェーンの推進をはじめ、環境技術開発の促進や、

環境配慮型工法の技術営業推進の数値目標を掲げ、全社と

しての環境･安全配慮に向けた取組を明確に打ち出してい

ます。従来の汚染防止といった「守り」から、環境事業として

の「攻め」の経営に舵取りした点が評価できます。 

　環境技術開発の促進に関しては、環境や安全に配慮した

材料や製品、都市型洪水の抑制や地中生態・植生の改善に

つながる舗装工法の開発について、地球･社会環境、都市環

境、沿道・道路空間環境の3分野でどのような取組をしてい

るのかを、わかりやすくまとめています。適度の保水性や透

水性、路面温度の上昇抑制などの効果をもつ土系舗装や省

資源型の道路延命化方法など、様々な舗装工法が「見える」

ようになりました。 

　今後の課題としては、コミュニケーションのさらなる広

がりの強化が求められます。事業内容と技術に関しては本

報告書で明確になってきたと思いますが、人の姿があまり

見えません。トップの思いは伝わってきますが、その他の経

営陣や従業員、お客様、サプライチェーン、工事現場の人な

ど、NIPPOの取組に対してどのように感じているのかよく

わかりません。例えば、報告書の「お客様の信頼を得るため

に」の中で、従業員のコメントが掲載されていますが、昨年

度の報告書とあまり変っていない公式発表的な内容です。

良い意見も、悪い意見も含め率直なコメントを掲載するこ

とは、会社を客観的に評価できるだけでなく、更なる改善に

つなげていける意味からも、検討の余地があると思います。 

　松田様には、前号に引き続き、

丁寧に読み込まれ、貴重なご意見

をお寄せ頂きまして厚くお礼申し

上げます。 

　当レポートは、お陰様で、CSRレ

ポートとしては2年目、環境報告

書から数えれば5年目に当たります。

当社の幅広い営業活動と業務内

容について、限られた紙幅の中で、

できるだけ的確にご紹介するため、また、その内容がマン

ネリにならないようにするため、少しずつではありますが、

毎年見直しをしてまいりました。 

　ステークホルダーとのコミュニケーションにつきましても、

更に具体的な現場の生の声等を取り入れ、CSRの改善につ

なげていきたいと思っております。 

　次号におきましては、ご意見をふまえて、内容の見直しを

行い、ＣＳＲ活動をより一層充実したものにしたいと考えて

おります。 

CSRレポート編集責任者 
環境安全部長 

田中 恭一 


